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り，図表 3 の「 1 ．電気関係（水車，発電機，
電気設備）」の金額と割合が確定される。

























 図表 2 は、総建設投資額に占める水車・発電機のシェアを示しており、52％と計算される。





図表 2 建設投資コストに占める水車発電設備の割合 
 
 
 この時点で、図表 3 の「電気関係 水車、発電機、電気設備）」の総額が決まる。そして、
その内訳として、水車発電機と電気設備の区分は、安東他（2010）を利用し、水車と発電
機の区分は、千矢（2004）を利用した1。これまでの作業により、図表 3 の「1.電気関係（水
                                                  
1 平成 24 年度の研究過程においては、100kW クラスの中小水力発電について、水車、発電機および電
気設備の金額構成の公表値を入手することが出来なかったため、25kW の報告書である安東ほか（2010）

































 図表 2 は、総建設投資額に占める水車・発電機のシェアを示しており、52％と計算される。
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 この時点で、図表 3 の「電気関係（水車、発電機、電気設備）」 総額が決まる。そして、
その内訳として、水車発電機と電気設備の区分は、安東他（2010）を利用し、水車と発電
機の区分は、千矢（2004）を利用した1。これまでの作業により、図表 3 の「1.電気関係（水
                                                  
1 平成 24 年度の研究過程においては、100kW クラスの中小水力発電について、水車、発電機および電
気設備の金額構成の公表値を入手することが出来なかったため、25kW の報告書である安東ほか（2010）
と、外国製水車を利用した 1988 年の事例を示した千矢（2004）援用した。その後、平成 25 年 4 月に公
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・手順 2 . 4 　⒝/⒜と⒞/⒜を計測し，⒜＝













































水車 （7.7） 3011021 タービン
発電機 （21.8） 3211011 発電機器
電気設備 （70.6） 推計方法 2 . 1
2　発電所建物工事費 3.9 推計方法 2 . 2
3　機械装置・基礎工事費 2.9 推計方法 2 . 2
4　機械装置・諸装置工事 1.3 推計方法 2 . 2
















推計方法 2 . 1（図表 3 ，以下同）においては，
電力施設建設部門の電気設備に対応する部門の
構成比で振り分ける。
















































小口径 250 250 250 250 200 200 百万円/本
中口径 200
生産井 0.3 0.23 0.23 0.23 0.205 0.20 0.20 百万円/m
還元井 0.35 0.23 0.23 0.23 0.164 0.20 0.20 百万円/m
用地取得 20,000 20,000 1,000 円/m2
用地造成 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 円/m2
基地間道路 280 280 280 千円/m
基礎（50Mw） 150 150 150 百万円
輸送管
生産井まで 40 40 万円/m
還元井まで 17 17 万円/m
発電施設 20 20 万円/ｋW
















































の部門分類に対応させるが， 1 から 3 の事前調
査， 8 と 9 の生産井・還元井の掘削と15と16の
蒸気輸送管は，産業連関表の部門格付けが困難
であった。そこで，はじめに生産井・還元井に










についての推計方法 3 . 2 と推計方法 3 . 3 も，
推計方法 3 . 1 と同様であって，その差額を「差
額 2 」と「差額 3 」とする。最後に，推計方法


























































番号 項目 シェア（％） 産業部門コード，産業部門名，推計方法
1 事前調査 小口径 5.3 推計方法 3 . 1
2 調査井（生産井） 5.4 推計方法 3 . 1
3 還元井 1.8 推計方法 3 . 1
4 重力調査 0.1 8519031 土木建築サービス
5 時期探査 0.2 8519031 土木建築サービス
6 環境調査 0.1 8519031 土木建築サービス
7 噴出試験 0.4 8519031 土木建築サービス
8 井戸・蒸気
管関連建設：
掘削 生産井 12.2 推計方法 3 . 1
9 還元井 10.9 推計方法 3 . 1
10 土木関係 用地取得 0.0 ―
11 用地造成 1.0 推計方法 3 . 4
12 基礎 0.6 推計方法 3 . 4
13 基地間道路 生産井基地 2.4 4131011 道路関係公共事業
14 還元井基地 1.1 4131011 道路関係公共事業
15 蒸気輸送管 生産井分 16.6 推計方法 3 . 2
16 還元井分 4.2 推計方法 3 . 3
17 発電設備 建物 発電所建屋 1.3 推計方法 3 . 4
18 構築物 基礎 5.0 推計方法 3 . 4
19 冷却塔 5.8 3013011 冷却棟
20 原水タンク 0.6 2899021 金属製容器・製缶板金製品
21 プラント タービン 4.1 3011021 タービン
22 発電機 2.4 3211011 発電機器
23 復水器 2.7 3019011 ポンプ及び圧縮機
24 変圧器・計測装置 4.9 3211021 変圧器・変成器
3231011 電気計測器
25 付属設備 4.6 推計方法 3 . 4
26 その他 6.3 推計方法 3 . 4
合計 265億円
図表注：エックス都市研究所他（2011），安達（2011），稗貫・本藤（2012，2013）より筆者作成。
















































































1 設計費 2.9 8519031 土木建築サービス
2 購入費 70.4 推計方法 4 . 1
3 工事費 25.0 推計方法 4 . 2
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